
 

令和６年度 遠別町各会計歳入歳出決算審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

（１）令和６年度 遠別町一般会計歳入歳出決算 

（２）令和６年度 遠別町国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

（３）令和６年度 遠別町国民健康保険診療所特別会計歳入歳出決算 

（４）令和６年度 遠別町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

（５）令和６年度 遠別町介護保険特別会計歳入歳出決算 

（６）地方自治法２４１条第５項の適用を受けない特定目的基金 

  ① 公共施設等整備基金 

  ② 減債基金 

  ③ ふるさと創生基金 

  ④ 地域振興基金 

  ⑤ まちづくり応援基金 

  ⑥ 遠別町・キャッスルガー市国際交流基金 

  ⑦ 遠別町森林環境譲与税基金 

  ⑧ 国民健康保険給付調整基金 

  ⑨ 介護保険給付費等準備基金 

 

２ 審査の期間  

    令和７年７月２４日から８月１日まで（土、日を除く７日間） 

 

３ 審査の方法 

  審査に付された各会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収 

支に関する調書及び財産に関する調書並びに基金運用状況を示す書類について、 

関係諸帳簿、証書類及び各課から提出された資料と照合し、併せて関係職員の説 

明を求め、計数の正確性、予算執行及び基金運用上の適否等について審査した。 

 

４ 審査の結果 

    審査に付された各会計歳入歳出決算書等は、関係法令に基づき調製されており、 

その計数は正確であると認めた。 

  各特別会計及び各基金の計数は正確であり、適切に運用されていると認めた。 

   

  



５　各会計に対する審査結果と意見

Ⅰ　一　般　会　計

【１】　財政の推移

【２】　財政収支の状況

　　　　令和６年度における一般会計決算額は、歳入総額 4,517,290,307円、歳出総額 4,385,612,486円、差引 131,677,821円となり、その処理
　　　内容は基金繰入金 126,677,821円、翌年度繰越額 5,000,000円となっている。

　　　区分
年度

歳 入 決 算 額 （ A ） 歳 出 決 算 額 （ B ） 収 支 差 引 額
金　　　　　額 収納率（％） 前年対比（％）

（A） （B） (A)-(B)=(C)

108.9 140,096,165

単年度収支 積 立 金 繰上償還金 積立金取り崩し額 実質単年度収支

99.2 37,986,808
金　　　　　額 執行率（％） 前年対比（％） （ A ）-（ B ）

3 4,467,151,907 99.9 97.2 4,343,931,216 95.3 95.4 123,220,691
2 4,593,523,795 99.9 99.0 4,555,536,987 95.0

129.5 146,494,902

（F） (E)-(F)=(G) （H） （Ｉ） （Ｊ） (G)+(H)+(I)-(J)

6 4,517,290,307 99.9 72.0 4,385,612,486 96.0 71.5 131,677,821
5 6,276,580,904 99.9 128.8 6,130,086,002 95.0

（D）

4 4,872,271,964 99.9 109.1 4,732,175,799 94.5

(C)-(D)=(E)

　　　　令和６年度の実質収支は 131,678千円であり、前年度実質収支 145,594千円と比較すると、単年度収支は 13,916千円減となる。
　　　　実質単年度収支は次表のとおり、本年度は 5,030千円である。

　　　区分
年度

歳入総額 歳出総額 形式収支 翌年度繰越財源 実質収支 前年度実質収支

35,707 87,514 40,681 77,914 0 206,1093 4,467,152 4,343,931 123,221 0 123,221

27,357 8,350 8,416 0 0 16,7662 4,593,524 4,555,537 37,987 2,280 35,707

145,594 △ 13,916 18,946 0 0 5,0306 4,517,290 4,385,612 131,678 0 131,678

123,221 11,918 12,336 0 0 24,2544 4,872,272 4,732,176 140,096 4,957 135,139

135,139 10,455 21,384 121,782 0 153,6215 6,276,581 6,130,086 146,495 901 145,594

　　　　なお、過去５ヶ年の決算状況は次表のとおりである。

(単位：円）

（単位：千円）



（１）　収入状況

1 町 税 308,098,000 308,996,941 307,725,394 0

款 予 算 現 額 調定額 （A） 収入済額（B） 不納欠損額 収 入 未 済 額
収 入 率
（B/A×100）

第１　歳　　入

　円となっており、収入率は調定額に対して99.9％（前年度 99.9％）である。

99.2
そ の 他 41,226,000 41,702,711 41,702,711 0 0 100.0
固 定 資 産 税 125,570,000 126,551,216 125,588,789 0 962,427

1,271,547 99.6
町 民 税 141,302,000 140,743,014 140,433,894 0 309,120 99.8

0 100.0
5 株式等譲渡所得割交付金 2,157,000 2,157,000 2,157,000 0 0 100.0
4 配 当 割 交 付 金 1,389,000 1,389,000 1,389,000 0

0 100.0
3 利 子 割 交 付 金 144,000 144,000 144,000 0 0 100.0
2 地 方 譲 与 税 87,308,000 87,308,000 87,308,000 0

0 100.0
9 地 方 特 例 交 付 金 10,267,000 10,267,000 10,267,000 0 0 100.0
8 環 境 性 能 割 交 付 金 5,869,000 5,869,000 5,869,000 0

0 100.0
7 地 方 消 費 税 交 付 金 68,733,000 68,733,000 68,733,000 0 0 100.0
6 法 人 事 業 税 交 付 金 5,582,000 5,582,000 5,582,000 0

969,000 95.3
13 使 用 料 及 び 手 数 料 85,911,000 73,812,235 73,790,235 0 22,000 100.0
12 分 担 金 及 び 負 担 金 25,067,000 20,631,745 19,662,745 0

0 100.0
11 交通安全対策特別交付金 0 0 0 0 0 0.0
10 地 方 交 付 税 2,591,031,000 2,591,031,000 2,591,031,000 0

0 100.0
17 寄 附 金 63,430,000 53,455,240 53,455,240 0 0 100.0
16 財 産 収 入 6,498,000 6,586,330 6,586,330 0

0 100.0
15 道 支 出 金 221,576,000 218,007,152 218,007,152 0 0 100.0
14 国 庫 支 出 金 338,178,000 332,746,325 332,746,325 0

0 100.0
21 町 債 523,100,000 516,800,000 516,800,000 0 0 100.0
20 諸 収 入 67,217,000 68,734,886 68,734,886 0

0 100.0
19 繰 越 金 5,901,000 5,901,000 5,901,000 0 0 100.0
18 繰 入 金 152,622,000 141,401,000 141,401,000 0

合　　　　　　　　　計 4,570,078,000 4,519,552,854 4,517,290,307 0 2,262,547 99.9

　　令和６年度歳入予算額 4,570,078,000円に対し、調定額 4,519,552,854円、収入済額 4,517,290,307円、不納欠損額 0円、収入未済額 2,262,547

　　なお、各款別における収入状況は次表のとおりである。
(単位：円、％）



（２）　財源の構成

総額に対する割合
金 額

自主、依存財源に 総額に対する割合
対する割合（％） （％） 対する割合（％） （％）

　 年度

区分

令 和 ６ 年 度 （ Ａ ） 令 和 ５ 年 度 （ Ｂ ） 比　　　率
（Ａ/Ｂ×
100）

科 目
金 額

自主、依存財源に

57.2
使 用 料 及 び 手 数 料 73,790,235 10.9 1.6 81,184,121 9.0 1.3 90.9

5.0 97.8
自

主

財

源

分 担 金 及 び 負 担 金 19,662,745 2.9 0.4 34,383,328 3.8 0.5
町 税 307,725,394 45.4 6.8 314,805,559 34.9

3.9 57.6
繰 越 金 5,901,000 0.9 0.1 9,957,000
繰 入 金 141,401,000 20.9 3.1 245,412,000 27.2

0.4 29.5
寄 附 金 53,455,240 7.9 1.2 46,640,400 5.2 0.7 114.6
財 産 収 入 6,586,330 1.0 0.1 22,322,679 2.5

2.3 46.9
計 677,256,830 100.0 15.0 901,217,037 100.0 14.4 75.1

諸 収 入 68,734,886 10.1 1.5 146,511,950 16.3
1.2 0.2 59.3

139.8
配 当 割 交 付 金 1,389,000 0.0 0.0 966,000 0.0 0.0 143.8

1.2 112.6
依

存

財

源

利 子 割 交 付 金 144,000 0.0 0.0 103,000 0.0 0.0
地 方 譲 与 税 87,308,000 2.3 1.9 77,539,000 1.4

1.1 101.9地 方 消 費 税 交 付 金 68,733,000 1.8 1.5 67,470,000 1.3

0.0 193.6
法 人 事 業 税 交 付 金 5,582,000 0.1 0.1 5,096,000 0.1 0.1 109.5
株式等譲渡所得割交付金 2,157,000 0.1 0.0 1,114,000 0.0

地 方 交 付 税 2,591,031,000 67.5 57.4 2,612,263,000 48.6 41.6 99.2

0.1 99.7
地 方 特 例 交 付 金 10,267,000 0.3 0.2 386,000 0.0 0.0 2659.8
環 境 性 能 割 交 付 金 5,869,000 0.2 0.1 5,886,579 0.1

30.9 26.6
計 3,840,033,477 100.0 85.0 5,375,363,867 100.0 85.6 71.4

町 債 516,800,000 13.5 11.4 1,940,010,000 36.1

4.8 109.7
道 支 出 金 218,007,152 5.7 4.8 361,203,762 6.7 5.8 60.4
国 庫 支 出 金 332,746,325 8.7 7.4 303,326,526 5.6

100.0 72.0歳 入 合 計 4,517,290,307 100.0 6,276,580,904

　　財源内訳は、自主財源 677,256,830円で15.0％（前年度 14.4％）、依存財源 3,840,033,477円で85.0％（前年度 85.6％）となっており、分析は
　次表のとおりである。

(単位：円、％）



（３）　歳入決算の概要

（ A ） （ B ） （ C ）

　　

収 入 率
区　分 予算現額 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 予 算 対

　　なお、町税の滞納繰越額は、町民税 309,120円、固定資産税 962,427円であり、当該年度における不納欠損処理額は 0円である。
　　滞納繰越については、前年度と比較すると増加しており、税負担の公平の原則等から徴収には最善の努力をされたい。

　　歳入決算額を町税と町税外に分けると次表のとおりである。

99.9 99.6 99.5
町税外 4,261,980,000 4,210,555,913 4,209,564,913 0 991,000 98.8

調 定 対 前年度収入率
（C/A×100） （C/B×100）

町　税 308,098,000 308,996,941 307,725,394 0 1,271,547

（ B ） 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額
執 行 率
（B/A×100）

款 予 算 現 額（ A ） 支 出 済 額

99.9

第２　歳　　出　　　

（１）　予算執行状況

99.9 99.9
計 4,570,078,000 4,519,552,854 4,517,290,307 0 2,262,547 98.8 99.9

93.0
4 衛 生 費 240,551,000 227,756,481 0 12,794,519 94.7
3 民 生 費 537,241,000 499,553,260 0 37,687,740

98.2
2 総 務 費 1,022,200,000 973,425,299 0 48,774,701 95.2
1 議 会 費 35,874,000 35,212,462 0 661,538

94.4
8 土 木 費 564,575,000 549,844,604 0 14,730,396 97.4
7 商 工 費 172,959,000 163,317,774 0 9,641,226

88.5
6 農 林 水 産 業 費 295,518,000 273,139,312 0 22,378,688 92.4
5 労 働 費 568,000 502,585 0 65,415

82.7
12 公 債 費 637,140,000 636,644,116 0 495,884 99.9
11 災 害 復 旧 費 35,112,000 29,046,800 0 6,065,200

98.8
10 教 育 費 320,390,000 307,269,722 0 13,120,278 95.9
9 消 防 費 157,228,000 155,377,658 0 1,850,342

0.0
歳 出 合 計 4,570,078,000 4,385,612,486 0 184,465,514 96.0

14 予 備 費 5,000,000 0 0 5,000,000
13 職 員 給 与 費 545,722,000 534,522,413 0 11,199,587 97.9

　　令和６年度の歳出決算は、予算額 4,570,078,000円に対し、支出済額 4,385,612,486円である。予算額に対する執行率は96.0％（前年度 95.0
　％）で、各款別における予算執行状況は次表のとおりである。

(単位：円、％）

(単位：円、％）



合 計

（２）　性質別支出の動向

（B/A×100）

人 件 費 600,485 13.2 601,582 13.8 628,486 13.3 532,436 8.7

対前年比
決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 決　算　額

　　　　　　　　　　年　度
　性質区分

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度(A) 令和６年度(Ｂ)

構成比

616,744 10.1 623,698 14.2 101.1

義務的経費
維 持 補 修 費 185,456 4.1 179,987

574,903 13.1 108.0

物 件 費 613,650 13.5 608,656 14.0 573,250 12.1

4.0 223,624 5.1 91.5

27.4 859,325 14.0 815,748 18.6 94.9補 助 費 1,184,406 26.0 821,151 18.9 1,298,327

4.7 118.3

扶 助 費 203,819 4.5 259,068 6.0 211,981 4.5 244,370

4.1 161,148 3.4 175,954 2.9 208,225

12.5 2,377,774 38.8 753,828 17.2 31.7普通建設事業費 659,875 14.5 444,419 10.2 589,248

60.7 2,428,829 39.6 2,446,198 55.7 100.7小　　　　　　計 2,787,816 61.2 2,470,444 56.9 2,873,192

113.4

小　　　　　　計 660,163 14.5 454,434 10.5 642,927 13.6 2,403,390 39.2

53,679 1.1 25,616 0.4 29,047 0.7投資的経費 災害復旧事業費 288 0.0 10,015 0.2

791,356 12.9 636,644 14.5 80.4

積 立 金 122,914 2.7 321,278 7.4

782,875 17.9 32.6

公 債 費 592,369 13.0 658,257 15.2 623,564 13.2

0.3 25,000 0.6 125.0

繰 出 金 372,275 8.2 419,518 9.7 407,223

298.8

そ　の　他 投資及び出資金・貸付金 20,000 0.4 20,000 0.5 20,000 0.4 20,000

165,270 3.5 92,814 1.5 277,370 6.3

25.7 1,297,867 21.2 1,156,539 26.4 89.1小　　　　　　計 1,107,558 24.3 1,419,053 32.7 1,216,057

8.6 393,697 6.4 217,525 5.0 55.3

6,130,086 100.0 4,385,612 100.0 71.54,555,537 100.0 4,343,931 100.0 4,732,176 100.0

　　歳出決算を義務的経費と投資的経費に分類すると、義務的経費の支出は全体の55.8％（前年度 39.6％）で、前年対比16.2ポイント増えている。
　　投資的経費の支出は17.9％（前年度 39.2％）で、前年対比21.3ポイント減となっている。また、経常収支比率においては81.0％（前年度 79.0
　％）で前年度比2.0ポイント増となっている。
　　なお、性質別歳出における過去５ヶ年の内容は次表のとおりである。

（単位：千円、％）



Ⅱ

　歳出執行率は82.5％（前年度 83.6％）であり、支出内容は適正と認めた。
16,571,905円を国保給付調整基金に繰入れしている。

（１）　歳　　入

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額

国民健康保険特別会計

3,299,219 96.4 98.6
2 国 庫 支 出 金 15,000 0 0 0 0

収 入 未 済 額
収 入 率

令和６年度 令和５年度
1 国民健康保険税 78,860,000 91,754,162 88,454,943 0

100.0
4 財 産 収 入 16,000 7,473 7,473 0 0 100.0 100.0

0.0 0.0
3 道 支 出 金 274,444,000 213,655,254 213,655,254 0 0 100.0

0.0 0.0
7 諸 収 入 4,000 83,255 83,255 0 0 100.0

0 100.0 100.0
6 繰 越 金 1,000 0 0 0 0
5 繰 入 金 39,000,000 37,971,805 37,971,805 0

99.0 99.0

（２）　歳　　出

款 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額
執 行 率

合　　　　　　　　計 392,340,000 343,471,949 340,172,730 0 3,299,219
100.0

70.5 75.0
3 国民健康保険事業費納付金 97,534,000 97,534,000 0 0 100.0 100.0
2 保 険 給 付 費 223,051,000 157,171,254 0 65,879,746

令和６年度 令和５年度
1 総 務 費 20,392,000 19,785,749 0 606,251 97.0 94.2

46.7 67.6
7 公 債 費 50,000 0 0 50,000 0.0 29.9
6 基 金 積 立 金 16,000 7,473 0 8,527

0.0 2.0
5 保 健 事 業 費 5,292,000 3,099,197 0 2,192,803 58.6 0.0
4 財政安定化基金拠出金 1,000 0 0 1,000

83.6合　　　　　　　　計 392,340,000 323,600,825 0 68,739,175 82.5
100.0 0.08 諸 支 出 金 46,004,000 46,003,152 0 848

　本会計は、歳入歳出予算額 392,340,000円に対し、次表のとおり収入済額 340,172,730円、支出済額 323,600,825円で、歳入歳出差引額 

　なお、当該年度における不納欠損処理額は 0円で、保険税の滞納繰越額は 3,299,219円である。

(単位：円、％）

(単位：円、％）



　　　　　　　　　　年　度
　種　目

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

医療費(保険給付費) 169,052,389 189,390,874 170,298,637 167,543,442 157,171,254
一 人 当 た り 医 療 費 241,159 283,944 271,176 275,112 279,167

（３）　国民健康保険税の課税調

　　　　　　 区　分

　年　度

課 税 対 象 世 帯 数 ・ 被 保 険 者 数 １ 世 帯 当 り 及 び １ 人 当 り 課 税 額
当 初 予 算 決 算 当 初 予 算 決 算

世帯数（戸）

140,518 198,786 130,892
前年対比（増減） 0 △ 16 △ 21 △ 46 △ 16,196 △ 6,030
令 和 ５ 年 度 357 602 401 609 236,952

１人当り（円）
令 和 ６ 年 度 357 586 380 563 220,756 134,488 238,414 160,919

被保険者数（人） 世帯数（戸） 被保険者数（人）１世帯当り（円）１人当り（円）１世帯当り（円）

39,628 30,027

前 年 対 比 増 減 率
（ ％ ）

0.0 △ 2.7 △ 5.2 △ 7.6 △ 6.8 △ 4.3 19.9

被 保 険 者 数 701 667 628 609 563

22.9

（４）　国民健康保険における医療費の推移 (単位：円、人）



Ⅲ

（１）　歳　　入

（２）　歳　　出

（３）　診療所における各種業務の割合

※　令和5年度は、病院事業における数値である。

△ 17

4.1
3.2
0.9

31.3
33.3

△ 2.0

年間入院
患者数

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収 入 未 済 額
収 入 率

令和６年度 令和５年度

20,798,121円を翌年度に繰越している。一般会計からの繰入金は 77,534,000円、国民健康保険特別会計からの繰入金は 45,771,000円となっており、

財産収入0.4％、繰入金28.9％、諸収入43.8％、道支出金4.6％となっている。
　歳出執行率は　94.8％であり、支出内容は適正と認めた。

病院事業会計廃止に伴う内部留保資金等は諸収入で 160,987,763円受け入れている。歳入の比率は診療収入22.0％、使用料及び手数料0.3％、

年間外来
患者数

7,596
8,156

△ 560

1,504
1,183
321

１日平均 １日平均
病床数

19
36

100.0 ―
3 財 産 収 入 1,972,000 1,613,265 1,613,265 0 0 100.0

0 0

―

―
4 繰 入 金 123,305,000 123,305,000 123,305,000 0 0 100.0 ―

0 100.0 ―1 診 療 収 入 95,506,000 94,127,425 94,127,425 0

道 支 出 金 19,440,000 19,440,800 19,440,800 0

99.9 ―4

0
5 諸 収 入 186,614,000 186,997,090 186,997,090 0

令 和 ６ 年 度 28.7 40.9

―

　　　　　　　　　　　区　分
　年　度

歳出総額に占める
料金収入等の割合

人件費に占める
料金収入等の割合

合 計 428,357,000 406,074,939 94.8
5 予 備 費 200,000 0 0 200,000 0.0 ―

増 減 △ 0.6 1.0
令 和 ５ 年 度 29.3 39.9

96.5 ―

100.0 ―
合　　　　　　　計 428,357,000 426,873,060 426,873,060 0 0 100.0 ―

0 100.0

1 総 務 費 365,143,000 352,277,896 0 12,865,104

(単位：円、％）

(単位：円、％）

6

2 使用料及び手数料 1,520,000 1,389,480 1,389,480

(単位：％、人、床）

諸 支 出 金 9,641,000 9,632,637 0 8,363

81.9 ―
3 公 債 費 2,746,000 2,695,483 0 50,517 98.2 ―

款 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額
執 行 率

令和６年度 令和５年度

2 医 業 費 50,627,000 41,468,923 0 9,158,077

0 22,282,061

国民健康保険診療所特別会計
　本会計は、歳入歳出予算額 428,357,000円に対し、次表のとおり収入済額 426,873,060円、支出済額 406,074,939円で、歳入歳出差引額 



Ⅳ

（１）　歳　　入

（２）　歳　　出

　　

収 入 率
令和６年度 令和５年度

1 後期高齢者医療保険料 40,338,000 40,845,000 40,845,000 0 0

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収 入 未 済 額

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

　歳出執行率は97.8％（前年度 99.6％）であり、支出内容は適正と認めた。

32,900 32,900 0

100.0
3 繰 越 金 1,000 0 0 0 0 0.0 0.0

100.0 100.0
2 繰 入 金 17,158,000 15,394,408 15,394,408 0 0 100.0

0 100

合　　　　　　　　計 57,532,000 56,272,308 56,272,308 0 0 100.0 100.0
0 0.0 0.04

99.7 52.0

62.3 35.3
2 0 1,209,076 97.9 99.8
1 総 務 費 141,000 87,884 0

後期高齢者医療広域連合納付金

諸 収 入 35,000

合 計 57,532,000 56,269,708 0 1,262,292 97.8 99.6
3 諸 支 出 金

53,116

款 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額
執 行 率

令和６年度 令和５年度

57,358,000 56,148,924

(単位：円、％）

(単位：円、％）

33,000 32,900

を翌年度に繰越している。
　本会計は、歳入歳出予算額 57,532,000円に対し、次表のとおり収入済額 56,272,308円、支出済額 56,269,708円で、歳入歳出差引額 2,600円

　なお、当該年度における不納欠損処理額は 0円で、保険料の滞納繰越額は 0円である。



Ⅴ

（１）　歳　　入

（２）　歳　　出

　歳出執行率は94.9％（前年度 84.3％）であり、支出内容は適正と認めた。

介 護 保 険 特 別 会 計（保険事業勘定）

798,808円を介護保険給付費等準備基金に繰入れしている。

令和６年度 令和５年度
1 保 険 料 55,062,000 55,125,820 55,113,580 0 12,240 99.9

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収 入 未 済 額
収 入 率

　保険事業勘定は、歳入歳出予算額 368,547,000円に対し、次表のとおり収入済額 350,488,261円、支出済額 349,689,453円で、歳入歳出差引額 

　なお、第１号保険者現年度分普通徴収保険料の滞納額は 12,240円、不納欠損額 0円、過年度分普通徴収保険料の滞納額は 0円である。

0 100.0 100.0
4 道 支 出 金 52,081,000 52,133,814 52,133,814 0 0
3 支払基金交付金 89,499,000 84,386,000 84,386,000 0

100.0
2 国 庫 支 出 金 91,088,000 79,917,622 79,917,622 0 0 100.0 100.0

100.0
6 繰 入 金 80,395,000 78,553,234 78,553,234 0 0 100.0 100.0

100.0 100.0
5 財 産 収 入 70,000 36,380 36,380 0 0 100.0

100.0 100.0
合　　　　　　　　計 368,547,000 350,500,501 350,488,261 0 12,240 99.9 100.0

0 0.0 0.0
8 諸 収 入 351,000 347,631 347,631 0 0
7 繰 越 金 1,000 0 0 0

94.1 82.5
2 保 険 給 付 費 319,681,000 304,262,267 0 15,418,733 95.2 83.7
1 総 務 費 10,808,000 10,175,420 0 632,580

款 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額
執 行 率

令和６年度 令和５年度

0.0 0.0
6 諸 支 出 金 22,226,000 22,223,908 0 2,092 100.0 100.0
5 公 債 費 50,000 0 0 50,000

82.7 80.4
4 基 金 積 立 金 70,000 36,380 0 33,620 52.0 9.1
3 地 域 支 援 事 業 費 15,712,000 12,991,478 0 2,720,522

84.3合　　　　　　　　　　　計 368,547,000 349,689,453 0 18,857,547 94.9

(単位：円、％）

(単位：円、％）



Ⅵ

（１）　歳　　入

（２）　歳　　出

収 入 未 済 額
収 入 率

令和６年度 令和５年度
1 サ ー ビ ス 収 入 917,000 901,520 901,520 0

介 護 保 険 特 別 会 計（介護サービス事業勘定）

225,729円を翌年度に繰越している。

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額

　介護サービス事業勘定は、歳入歳出予算額 9,307,000円に対し、次表のとおり収入済額 8,957,123円、支出済額 8,731,394円で、歳入歳出差引額

　歳出執行率は93.8％（前年度 93.5％）であり、支出内容は適正と認めた。

100.0 100.0
3 繰 越 金 355,000 355,581 355,581 0 0 100.0

0 100.0 100.0
2 繰 入 金 8,034,000 7,700,000 7,700,000 0 0

100.0 100.0

款 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額
執 行 率

令和６年度

合　　　　　　　　計 9,307,000 8,957,123 8,957,123 0 0

100.0
4 諸 収 入 1,000 22 22 0 0 0.0 0.0

75.6 75.5
合　　　　　　　　　　　計 9,307,000 8,731,394 0 575,606 93.8 93.5

2 サ ー ビ ス 事 業 費 1,793,000 1,355,400 0 437,600

令和５年度
1 総 務 費 7,514,000 7,375,994 0 138,006 98.2 97.9

(単位：円、％）

(単位：円、％）



 

 

６ 総 括 

  一般会計歳入歳出決算及び各特別会計歳入歳出決算は、法令の定める様式によ

り作成され、証書類も整備され会計経理は概ね良好であり、歳入歳出決算額は決

算成果説明書と一致している。令和６年度各会計歳入歳出決算審査においての指

摘事項等は、次の４点である。 

 
 
１．遠別町財政調整基金等の繰替運用のあり方について 

   令和６年度一般会計の年度末出納閉鎖期における資金需要に対応するため、

令和７年３月５日から５月３０日までの８７日間３億円の繰替運用を計画し決

裁を受けたが、結果的に実際の運用は、令和７年３月５日から５月２９日まで

の８６日間の運用となっており、変更承認等の決裁を経ておらず、不適切な執

行となっている。 

   今後における基金の繰替運用については、適切な事務の執行と運用を図られ

たい。 

 
 
２．新規就農者経営発展支援事業について 

   当該事業は、北海道農業次世代人材投資事業に５年間対象となった事業者に

対し、その後５年間は遠別町で支援し、農業経営の自立に向けた補助とする重

要な事業であると理解します。 

   しかし、支援事業の対象経費を審査するにあたり、農協クミカン報告書の内

容により対象経費を算出し、適正な事業費であると判断するには不透明な点が

多く見受けられました。 

   今後においては、領収書のコピー等及び特に労務費に関しては納税猶予の納

付書での確認が必要と考えます。 

 
 
３．国民健康保険税率の改正に伴う検証について（住民課・福祉課） 

   令和６年度の遠別町国民健康保険特別会計において、国民健康保険制度の安

定的な運営及び国保給付調整基金の持続可能な規模の維持のため、保険税率の

改正を実施したところである。 

 

  今回の決算審査において決算内容を確認したところ、 

 

   １点目に、保険税における収納率が前年度決算と比較して、大きく落ちこん

でいる状況である。 
  



 

 

   ・参考比較 

 令和５年度 令和６年度 

調  定  額  79,713,300 円 90,597,300 円 

収 入 済 額  79,704,516 円 88,287,365 円 

未納繰越額 8,784 円 2,309,935 円 

収  納  率  99.9％ 97.5％ 

 

  となっており、未納繰越額（約 2,300 千円増額）の大幅な増額の要因は、徴収

担当課によると税率改正による納税者の負担が大きくなったことと納付が遅れ

気味の納税者が多く、行政として対応が不十分であったのではないかと推測さ

れる。 

 

   ２点目に、国保給付調整基金は令和６年度末で約 11,000 千円であり、令和６

年度決算剰余金は約 16,500 千円で、合わせて約 27,500 千円の規模となる。 

   当初、担当課の説明では、徐々に基金が増える見込みで税率改正をするとし

ていたが、保険給付費も予想より伸びず、結果として適正な保険料の改正だっ

たのか疑義が残ります。 

 

   結論として、今回の保険税率の改正の内容が結果として、納税者に対して適

正だったのか、今後のことも見据えて内部で検証すべきと考えます。 

   また、令和５年度の定期監査結果講評においての検討事項として、国民健康

保険税の納期の変更（６期から９期）を提案しているが、再度、納税者の期別

の負担軽減と納税額の平準化を図るべく、再度検討をお願いする。 

 
 

  ４．下水道事業会計について（建設課） 

   下水道事業会計の経営指標の経費回収率は２１．２４％となっており、供用

開始（平成１２年）から２４年を経過しても、なお、経費回収率が低く、資本

費に充当する財源がない状態となっている。 

   経費回収率は本来１００％が適切であるが、今後は、人口減少等による使用

料収入の減少や施設等の老朽化に伴う更新需要の増大が見込まれることから、

経営環境は一層厳しさを増していくものと考えられる。 

   使用料の水準については、本来であれば経費回収率を１００％とすることが

望ましいが、本町においては雨水処理に係る経費もあることから、町民生活へ

の影響を考慮し、今後の下水道事業経営に必要となる使用料の見直し（前回は

令和２年度）を早急に検討願いたい。 

 

  



 

 
一般会計歳入歳出決算書の財政状況指数（経常収支比率、公債費負担比率）

及び健全化判断比率（実質公債費比率、将来負担比率）は国の示す基準の範囲

内となっている。これまで実施してきた大型事業により、今後、実質公債費比

率及び将来負担比率の上昇が見込まれ、町民サービスの低下とならぬよう財源

確保を図りつつ、ふるさと納税等の自主財源を確保し、更なる経費の削減に努

めていただくようお願いいたします。 

また、公営企業については、現在の料金設定では事業会計を賄えていない状

況となっている。すべてを町民に負担を強いることは不可能であると理解する

が、安定した事業運営のため、経営改善に向けた取組みの強化を検討していた

だきたい。 
 




